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敦賀市条例第  号 

 

 

 

   敦賀市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

 

 敦賀市営住宅管理条例（平成９年敦賀市条例第８号）の一部を次のように改正

する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

 第１章～第３章 （略）  第１章～第３章 （略） 

 第４章 雑則（第６５条～第７３条

） 

 附則 

 第４章 雑則（第６５条・第６６条

） 

 附則 

 

 （入居者の公募の方法）   （入居者の公募の方法）  

第３条 市長は、入居者の公募を次の

各号に掲げる方法のうち２以上の方

法によって行うものとする。  

 ⑴ 市の広報紙 

⑵ テレビジョン  

⑶ インターネット  

⑷ 市庁舎その他市の区域内の適当

な場所における掲示  

２ （略） 

 

第３条 市長は、入居者の公募を次の

各号に掲げる方法のうち２以上の方

法によって行うものとする。  

 ⑴ 市の広報紙 

⑵ テレビジョン 

 

⑶ 市庁舎その他市の区域内の適当

な場所における掲示  

２ （略） 

 

 （入居者の資格）  

第５条 市営住宅に入居することがで

きる者は、法第２３条及び第２４条

第２項に規定する条件のほか、次の

 （入居者の資格） 

第５条 市営住宅に入居することがで

きる者は、法第２３条及び第２４条

第２項に規定する条件のほか、次の
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各号の条件を具備する者でなければ

ならない。 

 

 

 

 ⑴～⑶ （略） 

２～４ （略） 

 

各号（老人、身体障害者その他の特

に居住の安定を図る必要がある者と

して規則で定める者にあっては第１

号を除く。）の条件を具備する者で

なければならない。 

 ⑴～⑶ （略） 

２～４ （略） 

 （準用）  （準用） 

第６４条 （略） 第６４条 （略） 

２ 第９条（改良法第１８条の規定に

より市営改良住宅に入居させるべき

場合にあっては、第３項を除く。）

、第１０条、第１３条から第２５条

まで、第２６条第１項及び第３項、

第３４条から第３６条まで、第４９

条、第５０条、第５８条、第５９条

並びに第６５条から第７１条までの

規定は、市営改良住宅及び地区施設

の管理について準用する。これらの

規定中「市営住宅」とあるのは「市

営改良住宅」と、「共同施設」とあ

るのは「地区施設」と読み替えるほ

か、次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。  

第９条第１

項 

入居

決定

者 

第６４条第１項

において準用す

る第６条第２項

の規定による決

定を受けた者又

２ 第９条（改良法第１８条の規定に

より市営改良住宅に入居させるべき

場合にあっては、第３項を除く。）

、第１０条、第１３条から第２５条

まで、第２６条第１項及び第３項、

第３４条から第３６条まで、第４９

条、第５０条、第５８条並びに第５

９条の規定は、市営改良住宅及び地

区施設の管理について準用する。こ

れらの規定中「市営住宅」とあるの

は「市営改良住宅」と、「共同施設

」とあるのは「地区施設」と読み替

えるほか、次の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。  

 

第９条第１

項 

入居

決定

者 

第６４条第１項

において準用す

る第６条第２項

の規定による決

定を受けた者又
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は第６１条の規

定による入居の

決定を受けた者 

 決定

のあ

った

日 

第６４条第１項

において準用す

る第６条第２項

の規定による決

定があった日又

は第６１条の規

定による入居の

決定を受けた日 

第１３条第

１項 

入居

者 

市営改良住宅の

入居者（以下「

入居者」という

） 

第２６条第

１項 

第５

条第

３項

の金

額 

１１万４千円（

法第２３条第１

号イに該当する

場合にあっては

、１３万９千円

） 

第２６条第

３項 

前２

項 

第１項 

第３５条 市営

住宅

監理

員 

改良住宅監理員

（改良法第２９

条第１項におい

て準用する法第

３３条第２項の

規定により市長

が任命する職員

をいう。以下同

じ。） 

は第６１条の規

定による入居の

決定を受けた者  

 決定

のあ

った

日 

第６４条第１項

において準用す

る第６条第２項

の規定による決

定があった日又

は第６１条の規

定による入居の

決定を受けた日  

第１３条第

１項 

入居

者 

市営改良住宅の

入居者（以下「

入居者」という

） 

第２６条第

１項 

第５

条第

３項

の金

額 

１１万４千円（

法第２３条第１

号イに該当する

場合にあっては

、１３万９千円

） 

第２６条第

３項 

前２

項 

第１項 

第３５条 市営

住宅

監理

員 

改良住宅監理員

（改良法第２９

条第１項におい

て準用する法第

３３条第２項の

規定により市長

が任命する職員

をいう。以下同

じ。） 
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第５８条（

見出しを含

む。）及び

第５９条第

１項 

市営

住宅

監理

員 

改良住宅監理員 

第５８条の

見出し及び

第３項から

第５項まで 

市営

住宅

管理

人 

改良住宅管理人 

第６８条第

１号 

入居

者の

公募 

第６４条第１項

において準用す

る第３条の規定

による入居者の

公募 

第６８条第

３号 

家賃

及び

敷金 

家賃、割増賃料

及び敷金 

 

第５８条（

見出しを含

む。）及び

第５９条第

１項 

市営

住宅

監理

員 

改良住宅監理員  

第５８条の

見出し及び

第３項から

第５項まで 

市営

住宅

管理

人 

改良住宅管理人  

 

 （指定管理者による管理）   

第６５条 地方自治法第２４４条の２

第３項の規定により、市営住宅及び

共同施設の管理を法人その他の団体

であって市長が指定するもの（以下

「指定管理者」という。）に行わせ

るものとする。  

２ 前項の指定を受けようとするもの

は、規則で定めるところにより、市

長に申請しなければならない。  

３ 市長は、市営住宅及び共同施設の

管理上特別の事由がある場合として

規則で定める場合にあっては、前項

の規定により申請することができる

ものを指名することができる。  
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 （指定管理者の指定の基準）   

第６６条 市長は、前条第２項の規定

による申請があったときは、次に掲

げる基準に適合しているもののうち

、設置目的を最も効果的に達成する

ことができると認めるものを、議会

の議決を経て指定管理者として指定

するものとする。  

 

⑴ 市民の平等な利用を確保するこ

とができるものであること。  

⑵ 市営住宅及び共同施設の効用を

最大限に発揮できるものであるこ

と。 

⑶ 市営住宅及び共同施設の管理を

安定して行う能力を有するもので

あること。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市

営住宅及び共同施設の管理を効果

的かつ効率的に行うために必要な

ものとして規則で定める基準  

 

 （指定の公示等）  

第６７条 市長は、前条の規定により

指定管理者を指定したときは、その

旨を公示しなければならない。地方

自治法第２４４条の２第１１項の規

定により指定を取り消し、又は管理

の業務の全部若しくは一部の停止を

命じたときも同様とする。  

 

２ 指定管理者は、その名称又は主た

る事務所の所在地を変更しようとす

るときは、変更しようとする日の２

週間前までに、その旨を市長に届け
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出なければならない。  

３ 市長は、前項の規定による届出が

あったときは、その旨を公示しなけ

ればならない。  

 （指定管理者が行う業務の範囲）  

第６８条 指定管理者は、次に掲げる

業務を行うものとする。 

⑴ 入居者の公募並びに入居及び退

去の手続に関する業務  

⑵ 収入の申告その他市営住宅及び

共同施設に係る申請等の受付及び

確認に関する業務  

⑶ 市営住宅の家賃及び敷金並びに

駐車場の使用料の徴収に関する業

務 

⑷ 市営住宅及び共同施設の維持管

理に関する業務  

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市

営住宅及び共同施設の管理に関し

市長が必要と認める業務 

 

 （指定管理者が行う管理の基準）  

第６９条 指定管理者は、法令、この

条例、この条例に基づく規則その他

市長の定めるところに従い、市営住

宅及び共同施設の管理を行わなけれ

ばならない。 

 

 （指定管理者の原状回復義務）  

第７０条 指定管理者は、その指定期

間が満了したとき、又は地方自治法

第２４４条の２第１１項の規定によ

り指定を取り消され、若しくは期間

を定めて管理の業務の全部若しくは
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一部の停止を命ぜられたときは、速

やかに市長が指定する施設、設備等

を原状に回復しなければならない。

ただし、市長の承諾を得たときは、

この限りでない。  

 （秘密保持義務）  

第７１条 指定管理者の役員若しくは

構成員若しくは市営住宅及び共同施

設の業務に従事している者又はこれ

らのものであった者は、市営住宅及

び共同施設の管理に関し知り得た秘

密を他に漏らし、又は自己の利益の

ために利用してはならない。指定管

理者の指定の期間が満了し、若しく

は指定を取り消され、又は従事者の

職務を退いた後においても、同様と

する。 

 

 （罰則）  （罰則） 

第７２条 （略） 第６５条 （略） 

 （規則への委任）   （規則への委任） 

第７３条 （略） 第６６条 （略） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年６月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例による改正後の敦賀市営住宅管理条例（以下「改正後の条例」とい

う。）の規定による指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続その他改正後

の条例を施行するために必要な行為は、この条例の施行の日前においても改正

後の条例の規定の例により行うことができる。 
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   提案理由 

 市営住宅の効率的、安定的な管理運営を図るため、指定管理者による管理を行

いたいので、この案を提出する。 
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